
コロナ禍において原油価格や物価の高騰に直面し、経営に深刻な影響を受けてい
る事業者を対象に、経営の維持や継続の為の支援金を給付します。

なお、旭市が実施する他の物価高騰対策支援金の対象となる方は、本支援金の対
象外となります。

次のすべてに該当する方が対象です。
・旭市内に事業所（店舗）または住所を有する中小企業（個人事業主を
含む）等で、令和4年10月31日以前から事業を営んでおり、今後も事
業を継続する意欲がある方
・令和３年分の確定申告または市県民税申告で事業収入（売上）がある
方（個人事業主の場合は主たる収入が事業収入である方）

※社会福祉法人・医療法人・NPO法人なども、旭市が実施する他の支援金の給付対象外であれば、

支援対象となります。

対 象 者

申請方法 原則郵送 ※ 感染防止のため、下記の申込先に郵送してください。

令和4年12月1日（木）～ 令和5年 2月28日（火） ※ 当日消印有効受付期間

旭市中小企業等
物価高騰対策支援金

物価高騰の影響を受けた中小企業者等を応援します！

1 ．旭市中小企業等物価高騰対策支援金給付申請書兼請求書(第１号様式)

2 ．営業許可証等の事業を営んでいることがわかる書類の写し

3 ．令和3年分の確定申告書類の控え等の写し

4 ．個人事業主の方は、公的身分証明書の写し

5 ．振込指定口座の通帳の写し

必要書類

〒289-2595 千葉県旭市ニの2132番地
旭市役所 商工観光課 商工労政班
電話：0479-62-5874

申 込 先
・

問合せ先
旭市

※申請書（第1号様式）は、

市ＨＰからダウンロード、

または市役所本庁舎・市商工

観光課及び各出張所、商工会

の窓口でも入手できます。

一律１０万円給 付 額 ※1事業者につき1回限りの給付となります



給
付
対
象
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ま
せ
ん
。

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

給付対象です。
必要な書類を用意し、郵送により申請してください。

以下に該当する法人ではない。
① 法人税法別表第1に規定する公共法人 (国立大学法人、地方独立行政法人、土地改良区など)

②宗教上の組織または団体 ③ 政治団体

旭市内に事業所（店舗）又は住所を有する中小企業者（個人事業主を含む）で、
令和4年10月31日以前から事業を営んでおり、今後も事業を継続する意欲がある。

Q 令和４年に開業したばかりで確定申告をまだしていませんが、本支援金の対象となりますか。
A 法人設立届出書や個人事業の開業届出書の写しを提出できる方は対象となります。

・全国チェーンの直営店（同一商標店舗で１１店舗以上経営する事業者）ではない。
・旭市の他の物価高騰対策支援金の対象となっていない。

※ 農水産業者：「旭市農水産業物価高騰対策支援金」
※ 医療事業者：「旭市医療機関物価高騰対策支援金」
※ 福祉事業者：「旭市福祉事業所物価高騰対策支援金」
※ 介護事業者：「旭市介護事業所物価高騰対策支援金」

はい

Q お店と農業を兼業していますが申請できますか。
A 申請できますが、事業の収入が多い方を主たる事業として申請いただきます。農業収入の方が多い場合

は、「旭市農水産業物価高騰対策支援金」を申請いただくこととなります。
なお、この支援金と重複して給付を受けることはできません。

Q この支援金は、課税対象ですか。非課税ですか。
A 本支援金は、中小企業等であれば法人税、個人事業者等であれば所得税の課税対象とな

るものと考えております。
詳細は、税務署等にご確認ください。

はい

はい

令和3年分の確定申告または市県民税申告で事業収入（売上）があること。
ただし、個人事業主の方は主たる収入が事業収入であること。

※ 令和4年1月から10月までに開業された方を除く。

はい

給 付 対 象 チ ェ ッ ク シ ー ト
下記のチャートで確認してください。

よ く あ る お 問 い 合 わ せ


